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子育て広場実績

年度 20 21 22 23 24 25 26

参加人数 6814 5874 5484 4043 1629 2295 1772

保育（個人・団体・日中一時）

年度 20 21 22 23 24 25 26

参加人数 469 530 605 877 1106 1087 2053
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第２回小平市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

推進委員会資料７ 平成２７年８月２８日（金） 



お子さんの誕生から2ヶ月までのことで伺いました。
８２人/103

（2013・７作成）

(1)出産後どこで過ごしましたか

①自宅

②母親の実家

③父親の実家

（2）どちらかの実家で過ごした方はその期間はどのくらいですか

①１ヶ月

②２ヶ月

③２週間

④１ヵ月半

⑤３ヶ月

⑥４ヶ月

（3）主に支援（手助け）してくれたのは誰でしたか

①実家の父母

②夫

③夫の父母

④サービスの利用
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地域におけるヘルスケアビジネス 
の創出について 

平成２６年９月２４日 
経済産業省 商務情報政策局 

ヘルスケア産業課 

資料１ 
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１．政府全体における位置づけ 



日本再興戦略（平成２５年６月 閣議決定 ｐ５９～） 
○「効果的な予防サービスや健康管理の充実により、健やかに生活し、おいることができる社会」の
実現を目指す 
・健康寿命延伸産業の育成 

 ・予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづくり 

産業競争力会議 医療・介護等分科会（平成２５年１０月～（平成２５年１２月 中間整理 ｐ５～）） 
○公的保険外のサービス産業の活性化 
 ・「次世代ヘルスケア産業協議会」を設置し、グレーゾーン解消、健康投資促進、品質評価の検討 
○健康増進・予防への取組を促すためのインセンティブ措置 
 ・個人、保険者、経営者等による予防・健康増進活動の推進のためのインセンティブ措置の検討 

次世代ヘルスケア産業協議会（平成２５年１２月～（平成２６年６月 中間とりまとめ）） 
○国民の健康増進、医療費の削減、新産業の創出の同時実現を目指す 
 ・「事業環境ＷＧ」「品質評価ＷＧ」「健康投資ＷＧ」を設置し、グレーゾーン解消のための事業者のニーズの把

握や健康製品・サービスの品質確保・認証のための仕組み作りの構築、産業界の健康投資促進に向けた
方策等について検討。 

    ＵＲＬ：http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/report_01.html 

１－１．健康寿命延伸産業に関する政府内の検討状況（これまでの流れ） 

日本再興戦略改訂（平成２６年６月 閣議決定） ｐ９４～） 
○ヘルスケア産業協議会での議論を踏まえ、公的保険外サービスの活性化に関する具体的な政策
が盛り込まれる  2 



１－２．健康寿命延伸産業の重要性と果たすべき役割 
○新産業創出と医療費削減 
  ・慢性期医療（生活習慣病関連）にかかる医療費を、公的保険外のサービスを活用した予防・健  
   康管理にシフトさせること（セルフメディケーションの推進）により、「国民の健康増進」、「医療費 
   の削減」、「新産業の創出」を同時に実現。 
○地域経済・コミュニティの活性化 
  ・地域において人口減少と医療費増大が進む中、健康寿命延伸産業の果たすべき役割はますます 
   拡大。①高齢化に伴う地域の多様な健康ニーズの充足、②農業・観光等の地域産業との連携によ  
   る新産業創出（医・農商工連携）により、地域の「経済活性化と医療費削減」につなげることが重要。 

医
療
費 

個人の年齢 

   公的保険による医療サービスの供給ライン 
   公的保険外サービスを併用した供給ライン             

慢性期医療から予防・ 
健康管理への大胆なシフト 

慢性期 
医療 

 公的保険外の予防・  
 健康管理サービス 
 の活用 

【予防・健康管理サービスの活用】 

慢性期医療（生活習慣病関連）の
医療費は約9.8兆円。予防・健康 
管理サービスにより削減可能 

【地域経済における予防・健康管理サービスの役割】 

医療・介護 
（地域包括ケア） 

公的保険外の 
運動、栄養、保健サービス等 

農業・観光等の地域産業との連携 
（医・農商工連携等） 

地域の経済活性化と医療費削減 

地域医療・介護 
体制の構築 

新産業創出 

3 
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２．「次世代ヘルスケア産業協議会」 



○事業環境ＷＧ 

 新たな健康サービス・製品の創出のための事業
環境の整備（グレーゾーン解消等）に係る検討 

 

○健康投資ＷＧ 

 企業、個人等の健康投資を促進するための方策
の検討 

 

○品質評価ＷＧ 

 健康関連サービス・製品の品質評価の在り方の
検討 

○健康寿命延伸分野の市場創出及び産業育成は、国民のＱＯＬ（生活の豊かさ）の 
  向上、国民医療費の抑制、雇用拡大及び我が国経済の成長に資するもの。 
 

○このため、「健康・医療戦略推進本部」の下に、「次世代ヘルスケア産業協議会」を 
  昨年１２月に設置。 
 

○その後、協議会の下に、課題毎に３つのWGを設置し、具体的施策を検討してきた。 

【３つのWGによる検討】 

【協議会の設置趣旨】 

次世代ヘルスケア産業協議会 
座長：永井良三 自治医科大学学長 

 事業環境WG 
  座長：武久洋三  

     日本慢性期医療 

     協会 会長 

 健康投資WG 
  座長：森晃爾  

    産業医科大学 

    産業生態科学 

    研究所教授 

 品質評価WG 
  座長：末松誠  

    慶應義塾大学 

    医学部 学部長 

【各WGの検討内容】 

２－１． 次世代ヘルスケア産業協議会の設置 
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２－２． 「需要創出と供給拡大の好循環」に向けたアクションプラン 

○健康寿命延伸産業の発展のためには、健康への取組に対する企業・個人の意識を、「コスト」から
「投資」へ切り替えていくことが必要。そのための需要と供給の両面からの環境整備を進める。 

○３つのＷＧにおいて、需給両面から「事業環境の整備」「健康投資・健康経営の促進」 「サービス品
質の見える化」について具体的施策をとりまとめた。 

○これらの施策を、「新産業創出に向けたアクションプラン」として一体的に実施していく。 

○健康投資 
 ・企業や健保組合にとって、健康増進の 

  メリットや経済的な効果が不明確。このため
「投資」ではなく「コスト」としての認識が中心 

○事業環境 
 ・規制の適用に関するグレーゾーンが存在し   

  事業者が新事業活動を躊躇。 

 ・ ビジネスモデルが確立しておらず、新事業 

  に必要な資金・人材等の確保が困難。 

【健康寿命延伸産業を巡る課題】 

新産業
の創出 

事業環境 

ＷＧ 

品質評価 

ＷＧ 

健康投資 

ＷＧ 

グレーゾーン解消・ 
地域の事業環境整備 

運動指導サービス等 
の品質認証 

企業・健保組合の 
取組促進による 

需要創出 

【健康産業創出に関する施策パッケージ】 

2020年に市場規模10兆円・雇用130万人を創出 
（現状：4兆円・51万人） 

○品質評価 
・医学的効果が不明確な製品やサービスが多
く、企業・個人が積極的に使いにくい状況。 
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２－３．新産業創出に向けたアクションプラン（１／２） 

（２）地域における新事業創出のための環境 
   整備 
 
 
 

【ビジネスモデル】 
○「医・農商工連携」を推進するために、新事業に 
  関するモデル実証事業を支援する。                        
                      ［今年度から開始］ 
○地域版「次世代ヘルスケア産業協議会」を全国 
  展開し、優れたビジネスモデルを普及する。 
                     ［今年度から開始］ 
 

【資金】 
○地域経済活性化支援機構が「地域ヘルスケア産業
支援ファンド（仮称）」を創設し、新事業へのリスク 

  マネー・経営人材を供給する。 
                           ［今年度中］                       
○政策金融によるヘルスケア産業創出融資制度の設
立を検討する。            ［今夏に制度要求］                      

 

【人材】 
○地域の保健師等の専門人材やアクティブシニア人
材を活用するためのマッチング事業を支援する。                                                

                                                      ［今年度から開始］  

１．新事業創出のための環境整備 

（１）グレーゾーン解消による新事業創出の 
   促進 
 
 

○グレーゾーンに関し、産業競争力強化法に基づく
個別事案の解消を促進する。併せて、地域での
広報・普及を含めた取組を強化する。 

      ［実施済（さらに個別事案の解消を推進）］ 
 
  グレーゾーン解消の成果（本年２月） 
   ・医師の指導・助言に基づく運動指導サービス 
   ・利用者の自己採血による簡易検査 
 

○本年３月末に策定した「健康寿命延伸産業分野
における新事業活動のガイドライン（５分野）」に 

   ついて、個別の解消事例を集積し、今後内容を拡
充する等、必要に応じてガイドラインを改定する。 

               ［実施済（今後適宜改定）］ 
 
  ガイドラインにより、「新事業創出が見込まれる５分野」 
   ・医師の指導・助言に基づく運動・栄養指導サービス 
   ・通院患者等への病院食の配食サービス 
   ・利用者の自己採血による簡易な検査（測定） 
   ・健康管理のためのレセプトデータ等の分析 
   ・地域の関係者が連携した複合的な生活支援サービス  

7 



（１）企業等における健康投資の促進 

○健康優良企業をプラス評価する「健康経営銘柄 
 （仮称）」を設定する。 
     ［来年春の設定に向けてデータ収集を開始］ 
○企業や健康保険組合のベストプラクティスを地域 
 ヘルスケア協議会等で公表・共有を進める。 
                         ［今年度中］                         
○ＣＳＲ報告書などによる企業の積極的な情報発信 
 を促進する。 
         ［今年度から関係者との調整を開始］ 

○企業や健康保険組合の健康投資を評価するため 
 の「評価指標」を構築し、その取組を促進する。 
                     ［今年度から開始］ 
  

○評価指標について、厚労省の「データヘルス計画」 
 と連携し、健康保険組合の取組を促進するインセ 
 ンティブの制度設計に活用する。                                        
                     ［今年度から開始］ 

２．健康投資・健康経営の促進 

（２）健康経営が評価される枠組みの構築 

○ニーズの高い「健康運動サービス」について「民間 
 機関による第三者認証」を試行的に実施する。                  
                     ［今年度から開始］ 
○第三者認証について、学会や業界団体等の専門  
 家・専門機関による支援体制を整備する。          
                     ［今年度から開始］ 

３．ヘルスケアサービスの品質の見える化 

（２）認証を受けた健康運動サービスの利活 
   用の促進 

（１）健康運動サービスに関する品質評価の 
   実施 

○利用者となる企業や健康保険組合のニーズを 
 収集し、認証を受けた健康運動サービスの広報 
 ・普及を行う。          ［今年度から開始］                 

２－３．新産業創出に向けたアクションプラン（２／２） 

8 



＜事例１ 医療機関と連携した運動サービス＞ ＜事例２ 医療・健康情報を活用した健康管理サービス＞ 

＜事例３ ドラッグストア等における簡易検査サービス＞ 

9 

店舗数の推移 

利用者 

検体の自己採取 
及び検査結果の受取り 

薬局等 

○健康ライフコンパス株式
会社は、自己採血キット
を活用して、自己採血に
よる簡易な検査（測定）
を行うことで、検査結果
を通知する健康管理
サービス「じぶんからだ
クラブ」を提供。（検査自
体は外部の衛生検査所
において実施） 

 
元気高齢者向け 

サービス 
 

 
リハビリサービス 

 

○株式会社コナミスポーツ＆ライフは、医療機関と連
携して、フィットネスクラブを活用したリハビリ（退院
後のリハビリテーションの継続）などの運動指導
サービス等を提供。 

○利用者の医療情報や健康情報を関係者間（医療機関、健康
サービス事業者など）で共有しながら、運動・食事メニューの
策定や、関連サービス事業者の紹介などの健康管理サービ
スを提供。  

（参考）グレーゾーン解消による保険外サービスの具体例 
」 
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３．今後の地域でのヘルスケア産業創出の取組 



１．地域における「ヘルスケア産業」の重要性 

○「医療・福祉」を中心とした産業は、地域経済の付加価値
額及び雇用者数の１０％以上を占める地域の基幹産業。 

 
○今後は、「公的保険外サービス」を発展させ「産業化」して
いくことにより、地域経済・コミュニティの活性化を図る。 

 
○これらの「ヘルスケア産業」を創出することにより、国民医
療費（３９兆円）の削減にも貢献する。 

２．地域での「ヘルスケア産業」の発展に向けた課題と今後の方向性 

○「公的保険外サービス」を創出するには、公的保険との役割分担を規律で
きる、医療・介護事業者、自治体等との連携が必要。 

○現状では、地域のビジネスとして成立しうるモデルが共有されておらず、
関係者が集う「場」も少ない。 

＜課題１ ビジネスモデルの未成熟＞ ＜課題２ 担い手及び人材の脆弱性＞ 

○現状では、公的保険内の事業者が大宗で、保険外サービスの担い手が
脆弱。新たな事業を立ち上げる地域人材も不足。 

○加えて、ヘルスケアビジネスを支える専門人材（保健師、管理栄養士等）
やアクティブシニアの確保・活用も道半ば。 

＜課題４ 地域資源活用のための知見不足＞ 

○地域の事業者は中小・零細が多く、これらの者が新たな事業を立ち上げ
るための資金面での供給主体が少ない。 

○他方、地域金融機関からの資金供給は必ずしも十分でない。 

＜課題３ 資金供給経路の不足＞ 

○ヘルスケアサービスとして活用しうる地域資源（食や観光等）の品質の見
極めやその供給体制が不備。 

○有望な資源があっても「ビジネスモデル」や「市場」につながっていない。 

・医療分野等のグレーゾーン解消による新ビジネスの創出 

・やる気のある自治体、医療・介護関係者、事業者を糾合した 
 「地域版ヘルスケア産業協議会」でのビジネスモデル開発支援 

・新たな保険外サービスに対する実証支援と経営支援人材の供
給による「担い手」育成 

・保健師・栄養士の専門人材やビジネススキルを持った退職者 
 の発掘・マッチング支援 

・地域金融機関からの資金供給の呼び水として、ヘルスケア
ファンドによる出資と政策金融による低利融資制度の創設 

・「地域版協議会」で医・農商工連携を促進 
11 

３－１．地域のヘルスケアビジネスの創出について 



  ①第一に、地域において、住まい・医療・介護等が一体的に提供される、 「地域包括ケアシステム」 
   の実現を核として（「公的保険内サービス」）、 
  ②上記を補完する形で、運動・栄養・見守り・買い物支援等の医療・介護周辺サービスを、グレー

ゾーン解消制度等を活用し、「公的保険外サービス」として育成。 
  ③医療・介護関係者や公的保険外サービス提供者が、農業・観光等との地域産業との連携による

生み出す新たなヘルスケアビジネス創出も支援。 

【地域経済における予防・健康管理サービスの役割】 

医療・介護 
（地域包括ケア） 

公的保険外の 
運動、栄養、保健サービス等 

農業・観光等の地域産業との連携 
（医・農商工連携等） 

地域の経済活性化と医療費削減 

地域医療・介護 
体制の構築 

新産業創出 

① 

② 

③ 
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３－２．地域における「健康寿命延伸産業」育成の考え方 
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○各地域においては、「地域包括ケアシステム」により、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提
供される姿を目指していくこととなる。 

（厚生労働省） 

①     地域包括ケアシステム」（公的保険内サービス） 



個人（高齢者） 

多様な 
サービスを 
コーディネート 

医師/診療所・病院                       
 

看護師/訪問看護ステーション 
 

ケアマネージャー 

公的保
険で定
められ
たサービ
ス 

団地の活用・健康住宅 

公的保険内 

公的保険外 

配食 

栄養指導 

移送・外出支援 

保険外の 
多様なサービス 

公的保険外の周辺サービスま
で提供することで、多様で分厚

いサービスを提供。 

医療・介護 

家事（買物）支援 
見守り支援 

14 予防・検診 

○「地域包括ケアシステム」を補完し、地域での高齢者のＱＯＬを確保する観点から、①検診・健康維持・増
進等の健康予防サービス（早期予防市場）や、②運動・栄養指導、配食、見守り支援といった慢性期生
活支援サービス（重症化予防市場）を、公的保険外サービスとして、地域の実情において確立していくこ
とが必要。 

運動指導 

②     医療・介護周辺サービスのイメージ（公的保険外サービス） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
＜お願い＞検診や予防サービスの絵を入れてもらえますか。

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://e-poket.com/illust/img/illust/ma_157.jpg&imgrefurl=http://e-poket.com/illust/ma_157.htm&usg=__XXjcIpcuQcc78l1mV1QWQuE_D0M=&h=176&w=210&sz=24&hl=ja&start=1&sig2=VPqvxybDvqM7EjUSp9SYKw&zoom=1&tbnid=sM-Q2k-RzgeggM:&tbnh=89&tbnw=106&ei=13CTTMOvGIS2vQOC9vXmAw&prev=/images?q=%E8%80%81%E4%BA%BA%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&um=1&hl=ja&lr=&tbs=isch:1&um=1&itbs=1


○農業・観光等の地域資源を活用して、国内の潜在内需の掘り起こし及び外国人等のインバウンドによる
消費拡大を図る観点から、①「医・農商工連携」による地域独自の新商品・サービスの創出や、②地域
の温泉や自然等を活用して、「健康×観光」による新産業（「ヘルス・ツーリズム」） 

＜医・農商工連携＞ ＜ヘルス・ツーリズム＞ 

白骨温泉では、温泉旅館と弁当業者、地元病
院・医師会等が協力し、３泊４日のヘルスツーリ
ズムを企画。 
医師による健康相談、管
理栄養士監修の食事提
供、理学療法士による運
動指導などを行っている。 

長野県松本市における取組 

上山市では、温泉旅館、商工観光業者、医療関
係者が連携し、地域資源を活用したクアオルト健
康ウォーキングを実施。市民の他、多くの観光客
が訪れている。 

山形県上山市における取組 

住民がガイドとして活躍し
ており、雇用の場も創出さ
れている。 

北海道における取組 
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③     農業・観光等との地域産業との連携によるビジネスイメージ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
＜お願い＞自治体が中心となって立ち上げたヘルス／ツーリズムの事例を入れて下さい。

http://www.pref.yamagata.jp/ou/somu/020020/03/mailmag/special/onsen/kaminoyama/img_vol258_11_l.jpg


○地域でのヘルスケア事業を生み出すため、①地域課題・担い手発掘、②新事業の創造・実証、③
事業立ち上げ を一気通貫で支援。 

ビジネス
コンセプ
ト設計期 

ビジネス
モデル策
定・実証

期 

事業戦略 

詳細策定
期 

ビジネス 

展開着手
期 

成長期 

②ビジネス実証期 ③ビジネス立ち上げ期 

地域の 
担い手の発掘 

地域版「次世代ヘルスケア産業協議会」 

日本政策金融公庫 地域経済活性化支援機構 

地域のヘ
ルスケア課
題の発掘・
発信期 

地域の事
業者の発
掘・育成 

①地域課題・担い手育成期 
  （各地域毎に検討） 

新規ヘルスケアビジネスを検討する
事業者・コンソーシアム等 

①各地域の課題・ニーズの
検討・発掘・発信 

②次世代ヘルスケア事業
者の発掘・リスト化 

③協議会による事業者の
育成（マッチング支援等） 

④地域毎の取組の全国レ
ベルでの共有 

①事業者のビジネス実証の
支援 

②実証を踏まえたビジネスモ
デル再構築へのアドバイス 

①ヘルスケアファンド
による出資 

②経営人材の派遣 低利融資 

（全国で展開可能性のある事業を想定） 

「まち・ひと・しごと創生本部」 

「次世代ヘルスケア産業協議会」で議論を推進、関係省庁とも連携・協力 

連携（議論経過を報告し、とりまとめに反映） 

地域金融機関 
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３－３．地域ヘルスケアビジネス創出支援の全体像 



○地域でのヘルスケアビジネスの創出を図るため、医療・介護事業者、民間サービス事業者（周
辺事業者、異業種事業者等）、資金供給者（地銀等）、自治体等をメンバーとした「地域版次世
代ヘルスケア産業協議会」の設立を促進し、各地域におけるヘルスケアビジネスの創出の仕
組みを構築することが必要。 

○地域協議会の機能としては、①地域課題・ニーズの発掘・発信、②地域のヘルスケア事業者
の発掘・育成、③地域での新ビジネスの創出支援を想定。 

○上記機能を備え、地方経産局への登録を行った協議会に対しては、ビジネスモデル創出への
支援を予定。 

＜ヘルスケア産業協議会のネットワーク（イメージ）＞ ＜各協議会の役割について＞ 

国レベル（紫） 地域レベル 

次世代ヘルスケア
産業協議会 

地方経産局 
（連絡会議） 

地域版協議会 

機能 ①政策提案 
②事業環境整備 
（グレーゾーン、品
質評価等） 

①政府全体施策の
ブロック単位での
情報共有 

②自治体との連絡窓
口 

③ブロック内の協議
会の登録窓口 

①地域固有の課
題の共有・議
論 

②事業者の発掘 
③事業創出支援 
 

設置数 １つのみ 
 ※WGは３つ 

各局単位 ブロック、自治体、
市町村単位など
様々 

関与 
（国） 

国が主導  
 ※官房長官ヘッド 

地方経産局が連絡
役となる  

地域関係者の発
意によって設立 
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３－４．地域版「次世代ヘルスケア産業協議会」のイメージ 



北海道ヘルスケアサー
ビス創造研究会 

新ヘルスケア産業フォーラム 

四国の医療介護周辺産業を
考える会 

九州ヘルスケア産業推進協
議会 

○“あづましい”の拠点（もう
一つの居場所）の提供 
○道産食材を活用した医・農
商工連携 等 

○イベント、セミナーの会員への
提供。新事業展開・参入等の支援 
○部会活動により、新たなモデ
ル・事業を創出 等 

○ヘルスケアサービスの創出（参
入促進セミナー等） 
○医療機器関連産業の高度化、
他産業からの参入促進 等 

○情報交流支援、情報提供 
 フォーラムの開催など 
○マッチングサイト”switch” 
 の利用 等 
 

○現時点では、下記の４つのブロックでプラットフォームが存在。 
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（参考）既に構築されているブロック単位の「協議会」 



 

市区町村 小平市 

認定連携創業
支援事業者 

小平商工会、西武信用金庫、多摩信用金庫、ＮＰＯ法人 Mystyle
アットこだいら(以下ハタラボ)、嘉悦大学 

 
 

    ＜全体像＞  
 ※下線は特定創業支援事業 

 
・相談窓口の設置 
・商工会 創業支援事業補助 
・創業者向け融資制度 
・市内店舗改修等補助 
 

小平市 

・個別相談事業  
・創業セミナー 
・インキュベーション施設 

 

中小企業大学校東京校 

・個別相談支援 
・セミナー・交流会 
・創業塾 

多摩信用金庫 

創業希望者、創業者 

・個別相談事業 
・創業セミナー事業 
・チャレンジショップ 
 
 
 
      

連 携 

概 要 

 本市の創業支援は、創業塾・セミナー、チャレンジショップ事業(創業者の家賃補助)、創
業者融資制度等の取り組みをしてきたが、本計画により、これまでの取組を強化、体制整
備をするとともに、本市事業所の特徴を考慮することで、年間３１件の創業の実現を目指
す。 
 具体的には、平成２６年～３１年にかけて、本市と小平商工会・西武信用金庫、多摩信
用金庫、ハタラボ、中小企業大学校東京校、嘉悦大学が連携し、創業希望者に対して、窓
口相談、創業塾・セミナー事業等による支援を実施する。 

特徴 

 小平市では、ビジネスモデルの構築、資金調達など創業に必要となる要素に応じて、関係機関
の強みを生かした適切な創業支援の提供を行います。 
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ステップ１  
意欲・喚起 

創業前 創業後 

【個別相談】
小平市、小
平商工会、 
ハタラボ、
【セミナー】
中小企業大
学校東京校、
多摩信用金
庫 

ステップ２  
市場分析・ビジネ
スモデルの構築 

【個別相談】小平
商工会、 ハタラボ、
多摩信用金庫 
【創業塾】小平商
工会・西武信用金
庫、多摩信用金庫、
ハタラボ 

ステップ４ 
事業計画の

作成 

 
【個別相談】小平
商工会、中小企
業大学校東京校 
【補助事業】小平
市、小平商工会 
【ビジネスプラン
コンテスト】嘉悦
大学 

 

ステップ３ 
資金調達
の方法 

 
 
多摩信用金
庫、西武信用
金庫、小平市 

 
 

ステップ５ 
許認可の
手続き 

 
【個別相
談】小平商
工会、中
小企業大
学校東京
校 

 

ステップ６ 
創業後の
フォロー 

 
 
【個別相談】
小平商工会 
【交流会】 
ハタラボ 

 
 
 

西武信用金庫 

・ビジネスプランコンテスト事業 

嘉悦大学 
・個別相談支援 
・構想塾・創業塾 
 
      

Mystyleアットこだいら 
（ハタラボ） 

連 携 

連 携 

連 携 

連 
携 

年間目標数 創業支援者件数：１５６件        創業者数：３１件 

連 
携 

・創業セミナー事業 
 
 
      

小平商工会 
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